
３.需要推計
・著しい困窮年収未満世帯の総数は、人口減少等による影響を受けず、おおよそ横ば

　いに推移するものと予測される。(平成27年(2015年)716戸 → 令和22年(2040年)724戸)

・短期的な見通しでは、県営住宅や低廉な家賃の民間賃貸住宅等を活用し、簡二（谷

　向・坂田・古氷団地）の入居率や応募状況等を考慮して、募集停止戸数を調整する

　ことにより、需要を上回る町営住宅を含めた住宅ストックを確保する。

・耐用年数超過の町営住宅を用途廃止にした場合、令和22年(2040年)には、27戸不足

　と推計されるが、不足分については民間賃貸住宅等の活用による供給を目指す。

４.長寿命化に関する基本方針 
（１) 町営住宅整備の基本方針

（２) ストック状況の把握(定期点検及び日常点検)・修繕の実施・データ管理

　　　に関する方針
・既存ストックの定期的かつ日常的な保守点検により、状態の把握を行い、適切な維

　持管理を実施する。

・住棟単位の修繕履歴データを整理し、修繕履歴に基づいた修繕を実施する。

（３）ストックの改善事業の実施による長寿命化及びライフサイクルコストの

　　　縮減に関する方針

・予防保全的な維持管理及び耐久性の向上等を図る改善を実施する。

・修繕周期の延長によるライフサイクルコストの縮減を図る。

・建物の老朽化や劣化による事故等を未然に防ぎ、効率的な修繕の実施につなげる。
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６.点検の実施方針
・建築基準法に準じた定期点検を継続して実施する。

・不具合等がある場合は、有資格の技術者に詳細調査を依頼するなど適切な対処を行

　う。

７.計画修繕の実施方針

　保全が必要な部位について優先的に修繕を行い、他の修繕の必要性等を勘案しなが

　ら柔軟に対応する。

８.改善事業の実施方針
外壁塗装等、予防保全的な改善を行う。

落下・転倒防止等生活事故防止に配慮した改善を行う。

高齢者等が安心して居住できるよう、バリアフリー化を進める。

老朽箇所の改善及び設備の機能向上を図り、居住性を向上させる。

５.事業手法の選定
(１) 事業手法の選定及び判定の考え方

(２) 判定結果

・点検結果は記録し、修繕・維持管理の実施や次回の点検時に活用していく。

・定期点検や日常点検の結果を踏まえ、優先的に実施すべき修繕内容を精査し、予防

【長寿命化型】

【安全性確保型】

【福祉対応型】

【居住性向上型】
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